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本資料に含まれる計画、見通し、戦略その他の将来に関する記述は、本資料
作成日時点において当社が入手している情報および合理的であると判断して
いる一定の前提に基づいており、さまざまなリスクおよび不確実性が内在し
ています。実際の業績などは、経営環境の変動などにより、当該記述と大き
く異なる可能性があります。また、本資料に記載されている当社および当社
グループ以外の企業などにかかわる情報は、公開情報などから引用したもの
であり、情報の正確性などについて保証するものではありません。

免責事項



2023年3月期 第２四半期 
連結業績
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3%増収

(注) 本資料では、 増減について特に記載のない場合は前年同期比を指します。 
また端数処理について、特に記載のない場合は表示単位の小数点第一位を四捨五入しています。
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21,750

29,000

2021年度上期 2022年度上期

売上高
2兆7,242億

［円］ 2兆8,086億
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0

7,250

14,500

21,750

29,000

2021年度上期 2022年度上期

7,849億7,510億

2,756億2,440億

3,625億3,509億

13,855億13,784億コンシューマ

法人

流通 /

ヤフー･LINE

その他・ 
連結調整

+5%

+3%

+1%

+13%

売上高 セグメント別

全セグメント 

増収

［円］
2兆7,242億
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2兆8,086億
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1,450

2,900

4,350

5,800

2021年度上期 2022年度上期

営業利益
5,708億

4,986億

［円］

13%減益
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0

1,450

2,900

4,350

5,800

2021年度上期 2022年度上期

122億

167億

995億

1,155億

713億
740億

3,156億
3,647億

▲4%

▲13%

営業利益 セグメント別

▲14%

コンシューマ

法人

流通 /

ヤフー･LINE

その他・ 
連結調整

セグメント 増減要因

ヤフー・LINE

流通 
その他・連結調整

法人

コンシューマ

・主に成長に向けた採用強化、 
　販促費増等

・流通事業 
・一部子会社での減損等

・一時的な費用の戻し入れ影響(21年度Q1)の反動 
・訴訟に係る引当金の計上(22年度Q2) 
・HTKK子会社化 再測定益(22年度Q2)

・通信料値下げの影響 
・獲得関連費用の増加 
・契約数増・コスト削減等

［円］

▲490億円 
▲210億円 
+209億円

▲27億円

+1億円

▲160億円

5,708億
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▲90億円
+61億円

4,986億

(注) HTKK：ヘルスケアテクノロジーズ株式会社



0

775

1,550

2,325

3,100

2021年度上期 2022年度上期

純利益
［円］

(注) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益

3,073億

23%減益2,371億
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0

775

1,550

2,325

3,100

2021年度上期 2022年度上期

2,371億

3,073億

+69億+344億+392億

+723億

純利益 増減分析
［円］

(注) 金融損益：金融収益･費用、持分法による投資の売却損益、持分法による投資の減損損失を含む、法人税：法人所得税、純利益：親会社の所有者に帰属する純利益 8

▲723億

▲392億

営業利益

金融損益/ 
持分法投資損益 法人税

非支配 
株主持分

投資有価証券の評価損(22年度Q2) 
訴訟に係る遅延損害金(22年度Q2)



2022年度 第2四半期 連結業績
［円］

2021年度 
上期

2022年度 
上期 増減 増減率

売上高 2兆7,242億 2兆8,086億 +843億 +3%

営業利益 5,708億 4,986億 ▲723億 ▲13%

純利益 3,073億 2,371億 ▲701億 ▲23%

9(注) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益
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PayPay連結の影響額について



11

PayPay連結に伴う影響額
［円］

0

2,075

4,150

6,225

8,300

2022年度上期 
営業利益

PayPay子会社化に 
伴う再測定益

子会社化に伴い認識する 
無形資産の償却費(PPA) 

の見積もり

2022年度上期 
営業利益 

+再測定益+PPA

7,674億2,948億

4,986億

▲260億
通期予想に対する進捗率 

77%

(注) 共通支配下の取引に係る会計方針の変更およびPPA償却額(PayPay株式会社分含む)については 、2022年11月４日現在において監査未了です。
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2022年度 通期業績予想
［円］

(注) 共通支配下の取引に係る会計方針の変更およびPPA償却額(PayPay株式会社分含む)については 、2022年11月４日現在において監査未了です。2022年度通期業績予想(期初予想)は2022年5月公表値です。

上方修正を実施

*.

*.

期初予想 今回予想

売上高 5兆9,000億 5兆9,000億

営業利益 1兆以上 1兆500億

純利益 5,300億以上 5,400億
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2022年度 セグメント別 営業利益予想
［円］

期初予想 今回予想
コンシューマ事業 4,800億 4,800億
法人事業 1,500億 1,410億
流通 235億 235億
金融 - -190億

ヤフー・LINE事業

3,465億以上
1,700億

再測定益 2,948億
その他(再測定益除く) -403億

全社計 1兆以上 1兆500億

金融セグメントを新設、訴訟に係る引当金計上で法人事業を引き下げ

(注) 共通支配下の取引に係る会計方針の変更およびPPA償却額(PayPay株式会社分含む)については 、2022年11月４日現在において監査未了です。2022年度通期業績予想(期初予想)は2022年5月公表値です。



達成に向けて順調に進捗

営業利益 
1兆円以上 
(2022年度)

営業利益 
V字回復 
(2023年度)

調整後FCF 
6,000億円水準 

(2022年度)

※

経営目標

14※ PayPay連結影響を除く連結営業利益

(期初目標)



コンシューマ 
事業
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0

3,500

7,000

10,500

14,000

2021年度上期 2022年度上期

2,614億2,966億

1,424億673億

1,988億2,025億

7,829億8,119億

1兆3,855億

モバイル

物販等売上

ブロードバンド

でんき

コンシューマ事業 売上高
1兆3,784億

1%増収

［円］
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0

925

1,850

2,775

3,700

2021年度上期 2022年度上期

コンシューマ事業 営業利益
3,647億

3,156億

13%減益
通信料値下げ影響などで

［円］



0

725

1,450

2,175

2,900

19年度Q2 20年度Q2 21年度Q2 22年度Q2

2,832万
2,650万

2,500万
2,303万

18

スマートフォン 累計契約数
［件］

7%増
スマートフォン契約数

(注) 法人契約を含みます。



主要回線 純増数

19

モバイル契約 純増数
前年比で大幅に改善

0

19

38

56

75

2021年度上期 2022年度上期

74万
58万

スマートフォン 純増数

0

9

18

26

35

2021年度上期 2022年度上期

34万

8万

+28%

［件］

(注) 純増数：該当四半期末の累計契約数－前四半期末の累計契約数、主要回線：スマートフォン、従来型携帯電話、タブレット端末、モバイルデータ通信端末、｢おうちのでんわ 」などの合計。法人契約を含みます。

Q1 Q2 Q1 Q2

+339%
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コンシューマ事業 通期営業利益予想 進捗

期初想定より 
順調に推移

(参考：21年度上期 進捗率 57%)

0

1,225

2,450

3,675

4,900

2022年度 
コンシューマ事業 営業利益

4,800億

上期 進捗率 66%

［円］

3,156億

(通期予想)
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通信料値下げ影響
 ＜ 2021年春の通信料値下げに伴う業績影響額(前年対比) ＞

 0 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
2021年度 2022年度

約▲240億円

通信料値下げによる業績影響は 

縮小へ

Q3 Q4
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通信料値下げ影響
 ＜ 2021年春の通信料値下げに伴う業績影響額(前年対比) ＞

▲900億
▲770億

▲500億

 0 ［実績］ ［予想］ ［予想］ ［予想］ ［予想］
2021年度 22年度 23年度 24年度 25年度

通信料値下げによる減益影響

2022年度を底に 
大幅に縮小
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法人事業
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0

900

1,800

2,700

3,600

2021年度上期 2022年度上期

1,144億1,012億

923億933億

1,559億1,564億

3,625億

法人事業 売上高
［円］

3,509億

3%増収
ソリューション等が13％増

ソリュー 
ション等

モバイル

固定通信

+13%
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0

198

395

593

790

2021年度上期 2022年度上期

法人事業 営業利益
［円］

713億740億

4%減益



0

198

395

593

790

2021年度上期 2022年度上期

27

26

法人事業 営業利益
［円］

②HTKK子会社化 再測定益   +61億円 (Q2) 
③訴訟に係る引当金の計上 ▲90億円 (Q2)

①一時的な費用の
戻し入れの影響 
(Q1)

+4%

713億

742億740億

4%増益
(①～③の影響を除く)

(注) HTKK：ヘルスケアテクノロジーズ株式会社
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0

300

600

900

1,200

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期

306
255

296

251

838756
624

532

法人事業 ソリューション等 売上高
［円］

784億

継続

非継続

920億
1,012億

1,144億 継続収入が 
11%増加
クラウド セキュリティ IoT

デジタルマーケティングデータセンター

(注) クラウド・セキュリティ・IoTは継続的な収入のみ継続収入にカウント
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

2021年度上期 2022年度上期

700億619億

3,043億3,013億

4,106億3,878億

［円］

7,510億円

ヤフー･LINE事業 売上高
7,849億円

戦略・ 
その他

コマース

メディア 5%増収

(注) 2022年度上期において、Zホールディングスグループでは、事業の管理区分を見直し、一部の
サービスについて区分を移管しました。これに伴い、2021年度上期のヤフー・LINE事業の売上高

のうち、「メディア」および「戦略・その他」の内訳を修正再表示しています。
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0

300

600

900

1,200

2021年度上期 2022年度上期

［円］
1,155億

ヤフー･LINE事業 営業利益

995億円

14%減益



0

4,000

8,000

12,000

16,000

19年度上期20年度上期21年度上期22年度上期

14,65613,768
12,535

9,580

31

ヤフー･LINE事業 物販eコマース取扱高 (国内)
［円］

1兆3,768億 
1兆2,535億 

9,580億 6%増
物販eコマース取扱高

(注) 国内のショッピング事業取扱高、リユース事業取扱高、その他(物販)取扱高、アスクル株式会社
におけるBtoB事業インターネット経由売上収益（20日締め）の合計値 

Zホールディングス株式会社の開示基準に従い、億円単位で端数の切り捨てを行っています。　

1兆4,656億 



金融事業

32

(2022年度Q3より新設)
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金融事業を構成する企業
当社の直接投資先を中心に構成

当社グループ議決権所有割合：51%

金融事業

ソフトバンク(株) 議決権所有割合：100%

(注) SBペイメントサービス(株)およびPayPay証券(株)の当社議決権所有割合は2022年3月末時点

決済代行サービス スマホ証券

当社グループ議決権所有割合：69.8% 
ソフトバンク(株)経済持分　：43.6%

*1 Bホールディングス(株)持分、ソフトバンク(株)直接持分、 
　 Zホールディングス(株)直接持分の合計(2022年10月1日時点) 
*2 Paytm新株予約権行使後

*1
*2

*3 ソフトバンク(株)持分(50.1%)および 
　 Zホールディングス(株)持分(0.9%)の合計

*3



金融事業を構成する企業
当社の直接投資先を中心に構成

金融事業

決済代行サービス スマホ証券

当社グループ議決権所有割合：69.8% 
ソフトバンク(株)経済持分　：43.6%

34

当社グループ議決権所有割合：51%ソフトバンク(株) 議決権所有割合：100%
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0

1,300

2,600

3,900

5,200

19年度Q2末 20年度Q2末 21年度Q2末 22年度Q2末

5,121万人

4,230万人

3,246万人

1,474万人

5,121万人

 ｢PayPay｣ 登録ユーザー数

登録ユーザー数

前年同期比 21%増

(出所) PayPay株式会社 
(注) PayPayのアカウント登録済みユーザー数 

Zホールディングス株式会社の開示基準に従い、万人単位で端数の切り捨てを行っています。　



0

2,500

5,000

7,500

10,000

LINE PayPay
36

 ｢PayPay｣ 登録ユーザー数 拡大戦略

LINEとの連携で 

拡大を加速
MAU 
9,300万

登録ユーザー数 
5,121万

ユーザー化

※1 LINEの月間アクティブユーザー数 (2022年9月末時点) 
※2 PayPayのアカウント登録済みユーザー数 (2022年9月末時点)　

※2

※1
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 ｢PayPay｣ 決済回数・決済取扱高

0

9

18

26

35

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期

23.8億回

16.6億回

9.1億回

1.4億回
0

12,500

25,000

37,500

50,000

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期

3.5兆円

2.4兆円

1.4兆円

0.2兆円

決済回数 決済取扱高

前年同期比 43%増前年同期比 43%増

(出所) PayPay株式会社 
(注) ユーザー間での「PayPay残高」の「送る・受け取る」機能の利用は含みません。 

2021年度Q4以降は「Alipay」、「LINE Pay」等経由の決済を含みます。2022年2月より提供開始した「PayPayあと払い」による決済を含みます。 
決済取扱高において、Zホールディングス株式会社の開示基準に従い、1,000億円単位で端数の切り捨てを行っています。　
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532億円

 「PayPay」売上高

売上高 (半期)

前年同期比 129%増

0

138

275

413

550

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期

532億円

232億円

121億円

16億円 (出所) PayPay株式会社 
(注) PayPay株式会社単体の売上高。FY21Q4において、キャッシュバック等に係る 

会計処理の変更を実施。キャッシュバック等が売上を上回る場合の超過分の 
会計処理を、費用計上から売上控除に変更。FY21上期の数値は、 

FY21Q1に当該会計処理変更を行ったと仮定して算出 。FY22の売上高は未監査。



39

 「PayPay」EBITDA

(450)

(338)

(225)

(113)

0

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期 (出所) PayPay株式会社 
(注) PayPay株式会社単体のEBITDA。営業利益に償却費を足し戻したもの。監査未了です。

▲346億円
▲275億円

▲259億円

▲100億円
着実に改善
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当社モバイル顧客基盤を 
活用し成長を加速

0

2

3

5

6

19年度 20年度 21年度

5.4兆円

3.3兆円

1.3兆円

他社モバイル 
ユーザー 
57%

当社モバイル 
ユーザー 
43%

決済取扱高 (GMV)

PayPayの成長加速

(“ソフトバンク”ユーザー限定クーポン)
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 PayPayカード(株)との統合

ヤフー(株)からの 
クレジットカード事業の 

移管が完了100%

(2022年10月1日)
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 PayPayカード(株)との統合の狙い

QR・クレカ決済の併用促進で 
月間決済金額を最大化

0

28,750

57,500

86,250

115,000

QR単独 
ユーザー

クレカ単独 
ユーザー

QR/クレカ 
併用ユーザー

1人当たり 月間決済金額

2万円台前半

4万円台後半

(注) QR単独ユーザー、クレカ単独ユーザーの月間決済金額はFY21実績



金融事業を構成する企業
当社の直接投資先を中心に構成

金融事業

スマホ証券

当社グループ議決権所有割合：69.8% 
ソフトバンク(株)経済持分　：43.6%

決済代行サービス

ソフトバンク(株) 議決権所有割合：100%

43

当社グループ議決権所有割合：51%
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「SBペイメントサービス」事業概要
決済機能を一括で提供する大手決済代行サービス
決済サービス 加盟店

単一プラットフォーム
集約 
一本化 決 

済 
ゲ 

ト 
ウ 
ェ 
イ

ー

決済

入金・精算

契約

不正対策

データ

オンライン

店舗

一括 
提供

一括 
提供

クレジットカード

キャリア決済

コンビニ払い
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「SBペイメントサービス」決済取扱高(GMV)
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5.3兆円

2桁成長
決済取扱高が

通信 
(ソフトバンク(株) 通信料金等 決済関連)

非通信
年平均成長率(12~21年度) 

+17%
年平均成長率 
(12~21年度) 
+31%
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「SBペイメントサービス」業績
売上高・営業利益が2桁成長、高水準の利益率

売上高 営業利益

年平均成長率(12~21年度) 
+11% 年平均成長率(12~21年度) 

+23%

207億円 94億円
(営業利益率 45%)
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加盟店数の増加 1加盟店当たりの取扱高の増加

自社ソリューションの強化等

不正検知AIソリューション

マルチ決済端末(PayCAS)の普及

決済取扱高の最大化

✕

「SBペイメントサービス」成長戦略

グループアセット活用等

大企業との取引 販売パートナー数 
1.2万

加盟店数 
387万カ所以上

(法人事業) (流通事業)

(注) PayPay：加盟店数（店舗やタクシーなど、「PayPay」への登録箇所数の累計。2022年9月時点。）、法人事業：売上高1,000億円以上の上場企業のうち当社と取引 を有する企業の割合の概数（2022年3月期）、SB C&S： 販売パートナー数（2021年10月）

94%
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グループシナジーの創出

QRコード クレジット 
カード 電子マネーQRコード クレジット 
カード 電子マネーQRコード クレジット 
カード 電子マネー

マルチ決済端末の共同展開

決済の機会を 
グループ内へ取り込み 

(決済取扱高の最大化)
複数の決済手段を一台で提供

グループシナジー

中堅・中小企業市場の 
共同開拓

中堅・中小企業市場の 
共同開拓

決済の機会を 
グループ内へ取り込み 

(決済取扱高の最大化)



金融事業を構成する企業
当社の直接投資先を中心に構成

金融事業

決済代行サービス

当社グループ議決権所有割合：69.8% 
ソフトバンク(株)経済持分　：43.6%

スマホ証券

当社グループ議決権所有割合：51%
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ソフトバンク(株) 議決権所有割合：100%



ポイント運用

PayPayアプリと連携した資産運用サービスを提供

50

「PayPay証券」事業概要

PayPay資産運用 PayPay証券アプリ
専用スマホアプリで 

より充実した投資機会を提供
PayPayポイントでの 
投資体験を提供

PayPayミニアプリ上で 
資産運用コースを提供
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PayPayの顧客基盤を活用し効率的にユーザーを拡大
「PayPay証券」成長戦略

ポイント運用

投資体験 より充実した 
投資機会
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「PayPay証券」ポイント運用 累計運用者数

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

2020年 
4月

2021年 
1月

2022年 
1月 10月

700万超

商号を変更し 
PayPayとの連携を強化 

(2021年2月)

開始
PayPay 
ミニアプリ

700万人超
ポイント運用 累計運用者数

業界最速で

(注) 業界最速：疑似投資ポイント運用サービス取扱業者（au PAYポイント運用、クレディセゾン永久不滅ポイント運用サービス、dポイン
ト投資・楽天ポイント運用、五十音順）で比較（2022年10月現在、PPSCインベストメントサービス調べ)
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9月

1.8万/月
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「PayPay証券」新規口座開設数
2.7万/月

ポイント運用からの誘導で 

急増
資産運用ミニアプリ開始 

(2022年8月2日)

1.09万/月

ミニアプリ開始前 
12ヶ月平均 

(2021年8月~2022年7月)
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「PayPay証券」証券口座 獲得単価
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PayPayとの連携で

約7,800円

約550円

大幅に低減
14分の1

PayPay資産運用 
リリース後 
(2022年9月)

PayPay資産運用 
リリース前 
(2022年5月)
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成長戦略
グループシナジーにより更なる成長へ

顧客基盤から送客 
EC取扱高の増加

サービス利用の増加 
エンゲージメント向上

モバイル

エンター 
プライズ

コマース

金融セグメント
キャッシュレス決済

決済代行

スマホ証券
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金融事業 営業利益

(300)

(225)

(150)

(75)

0

75

150

225

300

2022年度

▲190億円

グループシナジーを活用し 
金融事業の成長を目指す

(予想)



1

本日のまとめ
通期業績予想を上方修正

モバイル純増が好調に推移

グループシナジーを活用し金融事業の成長を目指す

2

3

4
57

(営業利益 1兆500億円、純利益 5,400億円)

PayPayとPayPayカードの統合で更なる成長へ



情報革命で人々を幸せに
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